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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第52期

第１四半期連結
累計期間

第53期
第１四半期連結
累計期間

第52期

会計期間

自2017年
８月１日
至2017年
10月31日

自2018年
８月１日
至2018年
10月31日

自2017年
８月１日
至2018年
７月31日

売上高 （千円） 732,715 1,394,342 4,140,641

経常利益 （千円） 141,825 73,182 307,049

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 133,157 54,725 260,872

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 133,157 54,725 260,872

純資産額 （千円） 3,631,662 3,749,563 3,768,782

総資産額 （千円） 6,612,071 7,398,177 6,657,852

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 8.97 3.69 17.58

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） 8.94 3.66 17.46

自己資本比率 （％） 54.6 50.3 56.2

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営

指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容については、重

要な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動は以下のとおりであります。

　（建設事業）

　当第１四半期連結会計期間において、井口建設株式会社の株式を取得し子会社化したことに伴い、同社を連結の

範囲に含めております。

　この結果、2018年10月31日現在では、当社グループは、当社及び子会社４社により構成されております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

　なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四

半期連結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数

値で前連結会計年度との比較・分析を行っております。

（１）財政状態及び経営成績の状況

　①経営成績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、米中貿易摩擦の懸念、海外経済の不確実性などに留意する

必要があるものの、政府、日銀による経済政策・金融政策等により、企業収益の改善や設備投資の増加に加え、

雇用・所得環境も着実に改善するなど、景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。

　建設業界におきましては、民間設備投資が引き続き増加したほか、公共投資も堅調に推移したため、全体的な

業況は緩やかに回復を続けておりますが、一方で施工管理技術者及び施工を行う技能労働者不足の状況が続いて

いるため、依然として厳しい経営環境が続いております。

　このような状況の中、主力の建設事業におきましては、東京地区における上・下水道工事の選別受注を行うと

ともに、事業基盤の拡大、完成工事高、完成工事総利益の増加並びに優秀な施工管理技術者の獲得を図るため、

山梨県下において土木事業を行う井口建設株式会社の株式の取得を行い、子会社といたしました。

　不動産事業におきましては、不動産物件の販売並びにＯＬＹ機材リース事業における販売エリアの拡大に注力

してまいりました。

　通信関連事業におきましては、積極的に営業活動を行うとともに体制の整備を進め、通信回線の保守・管理業

務における売上高及び売上総利益の増加に注力してまいりました。

　また、クローゼットレンタル事業、鍼灸接骨院事業におきましては、顧客数増加に向けた宣伝活動を継続して

まいりました。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は1,394,342千円（前年同期比90.3%増）、営業利益は89,065

千円（前年同期比39.3%減）、経常利益は73,182千円（前年同期比48.4%減）、親会社株主に帰属する四半期純利

益は54,725千円（前年同期比58.9%減）となりました。

 

セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

（建設事業）

　建設事業におきましては、受注高（子会社取得時受注残高を含む）1,070,599千円（前年同期比2.3%増）、売上

高723,712千円（前年同期比43.7%増）、セグメント利益（営業利益）7,517千円（前年同期比94.7%減）となりまし

た。

 

（不動産事業等）

　不動産事業等におきましては、不動産物件の売却並びに賃貸収入、ＯＬＹ機材のリース販売等により、売上高

566,131千円（前年同期比320.3%増）、セグメント利益（営業利益）70,221千円（前年同期は8,334千円のセグメン

ト損失）となりました。

 

（通信関連事業）

　通信関連事業におきましては、ＮＴＴ局内の通信回線の保守・管理業務等により、売上高100,385千円（前年同

期比0.6%増）、セグメント利益（営業利益）12,881千円（前年同期比19.6%減）となりました。

 

（その他）

　その他事業におきましては、クローゼットレンタル事業並びに鍼灸接骨院事業等により、売上高8,772千円（前

年同期比23.7%減）、セグメント損失（営業損失）1,554千円（前年同期は1,504千円のセグメント損失）となりま

した。
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②財政状態の状況

資産、負債及び純資産の状況

（資産）

　当第１四半期連結会計期間末の資産の残高は、7,398,177千円となり、前連結会計年度末に比べ740,325千円

増加いたしました。増加の主な理由は、現金及び預金の増加201,496千円、受取手形・完成工事未収入金等の増

加600,121千円、未成工事支出金の増加18,000千円、不動産事業等支出金の増加10,731千円、販売用不動産の減

少252,078千円、有形固定資産（純額）の増加40,572千円、のれんの増加94,565千円によるものであります。

（負債）

　当第１四半期連結会計期間末の負債の残高は、3,648,613千円となり、前連結会計年度末に比べ759,543千円

増加いたしました。増加の主な理由は、工事未払金の減少33,868千円、未成工事受入金の増加107,107千円、短

期借入金の増加485,115千円、未払法人税等の減少33,449千円、長期借入金の増加238,412千円によるものであ

ります。

（純資産）

　当第１四半期連結会計期間末の純資産合計は、3,749,563千円となり、前連結会計年度末に比べ19,218千円減

少いたしました。減少の主な理由は、利益剰余金の減少19,125千円によるものであります。

 

（２）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

Ａ種優先株式 277,500

Ｂ種優先株式 277,500

計 50,555,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数（株）
（2018年10月31日）

提出日現在発行数(株)
（2018年12月17日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,848,429 14,848,429
東京証券取引所

（市場第二部）
単元株式数 100株

計 14,848,429 14,848,429 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式総数（株） 資本金（千円） 資本準備金（千円）

増減数 残高 増減額 残高 増減額 残高

2018年８月１日～

2018年10月31日
－ 14,848,429 － 2,765,371 － 167,053

 

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2018年7月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

2018年10月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 13,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,645,800 146,458 －

単元未満株式 普通株式 189,629 －
１単元（100株）未満

の株式

発行済株式総数  14,848,429 － －

総株主の議決権  － 146,458 －

（注）１．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式77株が含まれております。

　　　２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が500株、議決権の数には同機構名義

　　　　　の５個が含まれております。

②【自己株式等】

2018年10月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

㈱大盛工業
東京都千代田区神田

多町二丁目１番地
13,000 － 13,000 0.09

計 － 13,000 － 13,000 0.09

（注）１．当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は、13,457株となっております。

２．当社は、2018年10月26日付で本店移転により所有者の住所を東京都葛飾区水元三丁目15番８号から上記に変更

しております。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準拠して記載しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2018年８月１日から2018

年10月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2018年８月１日から2018年10月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、監査法人大手門会計事務所による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2018年７月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2018年10月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,660,639 1,862,135

受取手形・完成工事未収入金等 1,087,601 1,687,723

未成工事支出金 142,295 160,296

不動産事業等支出金 116,198 126,930

販売用不動産 1,655,414 1,403,336

貯蔵品 461 466

その他 133,637 136,101

貸倒引当金 △11,954 △3,442

流動資産合計 4,784,294 5,373,548

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物（純額） 778,495 785,218

機械・運搬具（純額） 67,182 86,049

土地 611,876 624,376

リース資産（純額） 13,816 12,872

建設仮勘定 40,715 44,143

有形固定資産合計 1,512,087 1,552,659

無形固定資産   

のれん 31,327 125,893

その他 5,687 5,207

無形固定資産合計 37,015 131,100

投資その他の資産   

長期貸付金 63,512 62,597

固定化営業債権 337,402 337,402

保険積立金 72,971 73,470

退職給付に係る資産 5,960 1,770

繰延税金資産 61,268 54,479

その他 129,204 165,290

貸倒引当金 △346,293 △354,534

投資その他の資産合計 324,026 340,475

固定資産合計 1,873,129 2,024,235

繰延資産 428 392

資産合計 6,657,852 7,398,177
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2018年７月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2018年10月31日)

負債の部   

流動負債   

工事未払金 418,530 384,661

短期借入金 321,795 806,910

未払金 104,764 128,415

未払法人税等 51,058 17,608

未成工事受入金 302,820 409,928

賞与引当金 54,142 56,794

完成工事補償引当金 26,706 21,657

その他 161,708 151,089

流動負債合計 1,441,526 1,977,066

固定負債   

長期借入金 1,199,866 1,438,278

長期未払金 209,976 197,862

その他 37,701 35,406

固定負債合計 1,447,543 1,671,547

負債合計 2,889,070 3,648,613

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,765,371 2,765,371

資本剰余金 705,162 705,162

利益剰余金 323,592 304,466

自己株式 △54,884 △54,977

株主資本合計 3,739,241 3,720,023

新株予約権 29,540 29,540

純資産合計 3,768,782 3,749,563

負債純資産合計 6,657,852 7,398,177
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（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間
(自　2017年８月１日
　至　2017年10月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2018年８月１日
　至　2018年10月31日)

売上高   

完成工事高 503,596 723,712

不動産事業等売上高 117,879 561,487

通信関連売上高 99,738 100,385

その他の売上高 11,500 8,757

売上高合計 732,715 1,394,342

売上原価   

完成工事原価 316,215 665,037

不動産事業等売上原価 113,457 462,013

通信関連原価 50,379 48,382

その他の売上原価 10,677 8,055

売上原価合計 490,729 1,183,488

売上総利益   

完成工事総利益 187,381 58,675

不動産事業等総利益 4,421 99,473

通信関連総利益 49,359 52,002

その他の売上総利益 823 702

売上総利益合計 241,986 210,853

販売費及び一般管理費 95,184 121,788

営業利益 146,802 89,065

営業外収益   

受取利息 220 260

為替差益 1,836 1,429

未払配当金除斥益 － 1,908

その他 1,066 2,496

営業外収益合計 3,123 6,094

営業外費用   

支払利息 8,099 6,977

支払手数料 － 15,000

その他 0 －

営業外費用合計 8,100 21,977

経常利益 141,825 73,182

税金等調整前四半期純利益 141,825 73,182

法人税、住民税及び事業税 7,690 12,295

法人税等調整額 976 6,161

法人税等合計 8,667 18,457

四半期純利益 133,157 54,725

（内訳）   

親会社株主に帰属する四半期純利益 133,157 54,725

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

その他の包括利益 － －

四半期包括利益 133,157 54,725

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 133,157 54,725

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　該当事項はありません。

 

 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　（連結範囲の重要な変更）

　2018年９月に井口建設株式会社の発行済株式の全部を取得したことにより、当第１四半期連結会計期間より同

社を連結の範囲に含めております。

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　該当事項はありません。

 

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は

固定負債の区分に表示しております。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　該当事項はありません。

 

 

（四半期連結損益及び包括利益計算書関係）

（売上高の季節的変動）

前第１四半期連結累計期間（自 2017年８月１日 至 2017年10月31日）及び当第１四半期連結累計期間

（自　2018年８月１日　至　2018年10月31日）

　当社の売上高は、主たる事業である建設事業において、第２四半期連結累計期間までと第３四半期連結会

計期間以降では、休暇日数の差異があり、第３四半期連結会計期間以降に売上高が多くなるといった季節的

変動要因があります。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

（単位:千円）
 

 

前第１四半期連結累計期間

（自　2017年８月１日

至　2017年10月31日）

当第１四半期連結累計期間

（自　2018年８月１日

至　2018年10月31日）

減価償却費 16,816 20,881

のれんの償却額 952 2,269
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2017年８月１日　至　2017年10月31日）

１．配当金支払額

 
(決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

1株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当原資

2017年10月27日

定時株主総会
普通株式 29,677 2 2017年７月31日 2017年10月30日 利益剰余金

 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2018年８月１日　至　2018年10月31日）

１．配当金支払額

 
(決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

1株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当原資

2018年10月26日

定時株主総会
普通株式 74,176 5 2018年７月31日 2018年10月29日 利益剰余金

 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2017年８月１日　至　2017年10月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント

その他

(注)1
合計

調整額

（注)2

四半期連

結損益及

び包括利

益計算書

計上額

(注)3

 建設事業 不動産事業等通信関連事業 計

売上高         

外部顧客への

売上高
503,596 117,879 99,738 721,214 11,500 732,715 － 732,715

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

－ 16,832 － 16,832 － 16,832 △16,832 －

計 503,596 134,712 99,738 738,047 11,500 749,548 △16,832 732,715

セグメント利

益又はセグメ

ント損失(△)

140,622 △8,334 16,018 148,306 △1,504 146,802 － 146,802

(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、クローゼットレンタルの

売上等及び鍼灸接骨院事業売上であります。

　　２．調整額は以下のとおりであります。

売上高の調整額△16,832千円は、セグメント間取引消去△16,832千円であります。

　　３．セグメント利益又はセグメント損失(△) は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と一致

しております。

 

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2018年８月１日　至　2018年10月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント

その他

(注)1
合計

調整額

（注)2

四半期連結

損益及び包

括利益計算

書計上額

(注)3

 建設事業 不動産事業等通信関連事業 計

売上高         

外部顧客への

売上高
723,712 561,487 100,385 1,385,584 8,757 1,394,342 － 1,394,342

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

－ 4,644 － 4,644 15 4,659 △4,659 －

計 723,712 566,131 100,385 1,390,228 8,772 1,399,001 △4,659 1,394,342

セグメント利

益又はセグメ

ント損失(△)

7,517 70,221 12,881 90,620 △1,554 89,065 － 89,065

(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、クローゼットレンタルの

売上等及び鍼灸接骨院事業売上であります。

　　２．調整額は以下のとおりであります。

　　　　　売上高の調整額△4,659千円は、セグメント間取引消去△4,659千円であります。

　　３．セグメント利益又はセグメント損失(△) は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と一致

　　　　しております。

 

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

　「建設事業」セグメントにおいて、井口建設株式会社の発行済株式の全部を取得したことに伴い、のれ

んが発生しております。

　なお、当該事象によるのれんの増加額は、当第１四半期連結累計期間において96,834千円であります。
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（企業結合等関係）

　取得による企業結合

1．企業結合の概要

(1)被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称：井口建設株式会社

事業の内容　　　：土木工事業、宅地建物取引業

(2)企業結合を行った理由

当社グループの収益力向上、事業基盤の拡大化という戦略をさらに推進するために実施するものでありま

す。

(3)企業結合日

2018年9月26日

(4)企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

(5)結合後企業の名称

井口建設株式会社

(6)取得した議決権比率

100%

(7)取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

 

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益及び包括利益計算書に含まれている被取得企業の業績の期間

当第１四半期連結会計期間は、貸借対照表のみを連結しているため、被取得企業の業績は含まれておりませ

ん。

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

　取得の対価　　　　　　現金　　　　　　231,000千円

　取得の原価　　　　　　　　　　　　　　231,000

 

４．主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリーに対する報酬・手数料等　　 20,000千円

 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) 発生したのれんの金額

96,834千円

(2) 発生原因

今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものであります。

(3) 償却方法及び償却期間

５年間にわたる定額法
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2017年８月１日
至　2017年10月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2018年８月１日
至　2018年10月31日）

（1）１株当たり四半期純利益 8円97銭 3円69銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 133,157 54,725

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（千円）
133,157 54,725

普通株式の期中平均株式数（株） 14,838,285 14,835,206

（2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 8円94銭 3円66銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千

円）
－ －

普通株式増加数（株） 59,711 107,547

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2018年12月17日

株式会社大盛工業

取締役会　御中

 

監査法人 大手門会計事務所

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 武　川　博　一　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 向　井　真　悟　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社大盛工

業の2018年８月１日から2019年７月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2018年８月１日から2018年10月

31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2018年８月１日から2018年10月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大盛工業及び連結子会社の2018年10月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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